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Ⅰ 事 業 報 告

１ 法定検査の推進

(1) 第三期３カ年計画の推進

第三期３カ年計画（平成２６年度～平成２８年度）に基づき、平成２８年度の検査

計画基数を７条検査６，３００基、１１条検査９８，０００基とし、受検率を３６％

程度に設定する。また、計画基数に対応するために、検査員を１名養成する。

【結果報告】

第三期３カ年計画（平成２６年度～平成２８年度）に基づき、浄化槽法第７条

に基づく検査（使用開始検査）及び同法第１１条に基づく検査（定期検査）を下

記のとおり実施した結果、使用開始検査の受検率は、100 ％（平成 27 年度 100
％）、定期検査の受検率は、36.0 ％（平成 27 年度 37.4 ％）となった。また、検
査補助員として２名採用し（１名は退職補充）、検査員として１名養成した。

記

目標基数 検査実施基数 実施率

７条検査 ６，３００ ６，９０４ １１０．０％

１１条検査 ９８，０００ ９２，２２１ ９４．１％

（参考）

平成２８年度１１条検査計画基数 ９５，８０６ 基

・検査実施基数 ９２，２２１ 基

・検査の延期 １，０２３ 基

・未使用等で検査が実施できなかった基数 １，３８８ 基

・廃止等で検査が実施できなかった基数 ７６４ 基

・検査拒否基数 ３１９ 基

・宛先不明等で調査が必要な基数 ９１ 基

(2) 検査員の技術力及び信頼性の向上

検査員の技術力の向上を図るため、研修会及び勉強会等を実施するとともに、積極

的に講習会等に参加させる。また、信頼性を向上させるため精度管理の徹底化を図る。

【結果報告】

① ４月１日、６月２３日～２４日及び１２月２６日～２７日の３回、職員の資

質及び検査員の技術力向上を図るため、職員研修会及び基本検査についての理

解の徹底化を図った。

② 各検査員の技術力の向上を図るため、研究課題のテーマを設定し、その結果を研

修会にて発表するとともに共有化を図った。

③ 各検査員の技術力の向上を図るため、不適正な浄化槽や水質が悪化している

浄化槽について原因究明や改善方法等について調査や研究に取り組んだ。

④ ９月１５日～１６日に徳島県徳島市で開催された「四国地区浄化槽指定検査

機関協議会主催の検査員研修会」に６名参加し、法定検査の課題等について情
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報交換等を行った。

⑤ １０月１７日～１８日に東京で開催された「全国浄化槽技術研究集会」に９名参

加させ、浄化槽技術や法定検査等の課題について情報交換等を行った。

⑥ １１月２２日に宮崎市で開催された「九州地区指定検査機関検査員研修会」に９

名の検査員を参加させ技術力の向上を図るとともに、情報交換を行った。また、そ

の研修会で研究発表を行った。

・「保守点検記録による水質悪化施設の改善状況の確認について」

湯田情報処理課長

⑦ 法定検査の信頼性を担保するために、精度管理の徹底化を図った。

(3) 「基本検査」試験運用の拡大・実施

ア 行政や関係団体等と連携し、浄化槽のあり方検討会で進めている「基本検査（本

県に即した効率化検査）」について、保守点検業者の協力を得て、浄化槽管理台帳

の整備を行うとともに、試験運用を拡大・実施する。

イ 保守点検記録票等の電子化を導入していない保守点検業者（３３社）の「基本検

査（本県に即した効率化検査）」導入に対する検討を行う。

ウ 保守点検業者や市町村等行政等関係者に対して、「浄化槽のあり方検討会」の結

果を踏まえ周知・徹底化を図る。

【結果報告】

① 基本検査を実施するために、保守点検記録票や清掃記録票など浄化槽の情報

を共有するための浄化槽情報共有システムに、電子化している保守点検業者の

保守点検記録票等の取り込みを行い、テスト確認を行った。

② 基本検査の試験運用を平成２７年度７社から３５社に拡大し、システム担当

者を対象に、浄化槽情報共有システムの使用方法等についての説明会を実施し

た。

③ 基本検査の試験運用に協力をいただく３５社の浄化槽管理士を対象に、基本

検査について説明会を行い、理解と協力を求めた。

④ 基本検査の試験運用として県内３５社の保守点検業者に拡大し、8，634 基の試
験運用を実施した。

⑤ 基本検査については、問題が認められた浄化槽の早期の改善を図る目的であ

り保守点検業者の浄化槽管理士との連携が重要となることから、改善の方法等

について、調査研究を行った。

(4) 環境省との協議

基本検査の試験運用の結果を活かし、効率化検査が法定検査としての妥当性を検

討して環境省と協議を行う。

【結果報告】
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本県の実情に即した効率化検査（基本検査＋ BOD 検査）が、浄化槽法第１１条検
査として妥当性及び信頼性があるか県と協議を行い、環境省と協議するための案を作

成し、県に提出した。

(5) 採水員制度の検討

ア 採水員制度が、法定検査として妥当性があるかを検討するために、試験運用を行

う。

イ 採水員制度が、法定検査として妥当性と信頼性を担保するための要領、要綱等の

検討を行う。

ウ 保守点検業者や行政等関係者と採水員制度の進め方について検討を行う。

エ 採水員を認定するための講習会等内容及び準備を行う。

【結果報告】

① 検査の効率化を図るために導入するＢＯＤ検査を主体とする「採水員検査」が、

浄化槽法第１１条検査（ガイドライン検査）と比較して妥当性が認められるか実証

することを目的として、７社の協力を得て１，３５８基試験運用を実施した。

② 検証方法として、BOD 検査ガイドライン（案）を策定し、これまでの法定検査
の結果、問題が認められない浄化槽、及び保守点検の結果問題が認められない浄化

槽を抽出し、同一の浄化槽を、検査員によるガイドライン検査と採水員（浄化槽管

理士）によるＢＯＤ検査を実施し、両者の判定を比較することで、法定検査として

妥当性があるか検証を実施した。

③ 保守点検業者に対しての委託業務は、ＢＯＤ分析試料のサンプリング、透視度の

測定及びＢＯＤ分析試料の搬送（当センター）とした。

④ 検査員が実施したガイドライン検査の判定と、採水員が実施した BOD 検査の判
定の比較を行った結果、１，３５８基中１，３２４基と９７．５％に当たる判定が

一致し、十分に法定検査としての妥当性が認めらた。

⑤ しかしながら、３４基（２．５％）は判定が不一致しており、保守点検記録票の

統一化、法定検査と保守点検の見方考え方、保守点検記録票の記入方法等が原因であ

ることが明確となったことから、今後検討することが必要である。

(6) BOD分析体制の充実・強化
現土日対応 BOD 自動分析装置が、７年経過したことから故障や不具合が増えてき

たこと、また、採水員制度の導入に対応するために、新しい装置の検討を行うととも

に体制の充実強化を図る。

【結果報告】

現土日対応 BOD 自動分析装置１台で検査に対応しており、７年経過したことによ
る故障や不具合が増えてきたことから、リスクの対応、採水員制度の導入による検体

の増加にたいする対応等、今後の BOD装置について検討を行い、BOD分析体制の充
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実・強化を図った。

(7) 浄化槽情報共有システムの充実・強化

平成２９年度に本格実施する効率化検査を円滑に推進するために、県や市町村等行

政が浄化槽の維持管理等を把握する行政システムを構築する。

【結果報告】

市町村等行政が、浄化槽台帳の整備や浄化槽行政が円滑に推進するための市町村シ

ステムを構築した。

(8) 不適正浄化槽の改善及び検査拒否者対策の推進

ア 検査の結果「不適正」とされた浄化槽の原因究明や「所見」の明確化等に努め、

迅速かつ適切に改善されるよう関係者との連携を密に行う。

イ 鹿児島県浄化槽指導監督要領に基づき、県や市町村に対し不適正浄化槽の原因や

受検拒否理由の具体的な報告に努め、不適正浄化槽の改善や受検拒否者対策に資す

る。

【結果報告】

(ｱ) 検査の結果「不適正」とされた浄化槽の原因究明に努め、迅速かつ適切に

改善されるよう関係業者とも協力して対応を行った。

(ｲ) 県に対し、不適正浄化槽の原因や受検拒否の理由をより具体的に報告し、

不適正浄化槽の改善や受検拒否者対策の推進に努めた。

(9) （一社）鹿児島県環境保全協会との連携強化

（一社）鹿児島県環境保全協会に引き続き職員を派遣し、連携・協力して浄化槽の

普及や法定検査の推進及び浄化槽の適正化に資する。

【結果報告】

① （一社）鹿児島県環境保全協会に引き続き職員を１名派遣し、連携・協力し

て浄化槽の普及や法定検査の推進及び浄化槽の適正化に努めている。

・派遣職員 牧事務局長

② （一社）鹿児島県環境保全協会が、浄化槽の維持管理を適正かつ確実に実施

するための総合的なシステムを構築するための方策を検討し、浄化槽並びに維

持管理業者の信頼性確保を推進するために設置した「浄化槽適正管理システム

調査研究部会」に参加し、基本検査や指定採水員制度等法定検査のあり方につ

いて検討を行った。

③ 浄化槽の普及や法定検査の推進及び浄化槽の適正化を効率的、効果的に推進する

ために、協会と連携し合併した。
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(10) 啓発の推進

法定検査の必要性や浄化槽の公共的機能について、市町村広報紙・回覧板やチラ

シ等により啓発を行うとともに、保守点検との違いや平成２９年度から実施する効

率化検査について分かりやすく、効果的な啓発方法等について検討する。

【結果報告】

① 検査対象者に法定検査についての啓発用パンフレットを送付し、啓発に努め

た。

② 県や市町村の協力を得て市町村広報紙や回覧板による啓発を行った。

③ （一社）鹿児島県環境保全協会及び鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携

し、「浄化槽のしおり」を作成して市町村に配布し、浄化槽設置者等の啓発を

図った。

④ 浄化槽事務の権限委譲を受けているいちき串木野市、日置市、伊佐市及び南

九州市と協力して 10 人槽以下の家庭用浄化槽の検査対象者に対して、市長名
で啓発用の文書等を送付し、これにより、法定検査に対する理解が深まるとと

もに、検査業務が円滑に推進できた。

⑤ 全国の指定検査機関がどのような啓発等を行っているか情報収集に努めた。

⑥ 小学生を対象に環境学習の出前講座を次のとおり実施した。

７月１１日 指宿市 徳光小学校 ４年生 ６名

７月１２日 伊佐市 湯之尾小学校 ４年生 ９名

１０月１２日 伊佐市 本城小学校 ４年生 ６名

１０月２１日 いちき串木野市 串木野小学校 ４年生 １０３名

１１月２４日 いちき串木野市 照島小学校 ５年生 ４３名

１月２７日 いちき串木野市 生福小学校 ４年生 ６名

２月１６日 伊佐市 羽月西小学校 ３～６年生 １０名

(11) 未収金回収の徹底化

未収金が多いことから集金の徹底化を図るとともに、弁護士事務所と契約し、法

的措置を含め検討する。

【結果報告】

未収金の回収については、検査実施後３ヶ月、６ヶ月の２回夜に検査員による訪問

集金、その後、年１回の督促による回収、次回検査実施時に併せて回収してきた。

また、当センターは、検査実施後５年経過したものは、雑損失として会計処理を行っ

ている。

これまで、５年経過する未収金は、督促状を送付して回収に努めていたが、前年度

未収金の１５％程度の回収にとどまっていた。そこで、試みに弁護士法人グレイスと

契約し、５年経過する未収金宅を対象として、督促回収を弁護士事務所に依頼したと

ころ、下記に示すとおり、依頼に対して４４％の回収ができた。
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記

依頼金額 回収金額 回収率

７，１１３，５００円 ３，１５４，５００円 ４４．３％

(12) 将来計画・業務運営の健全化等について検討

受検率の向上策、センターの将来計画、本県に適した法定検査の在り方及び業務

運営の健全化について検討を行う。

ア 第三期３カ年計画が終了することから、「浄化槽のあり方検討会」の結果等を

踏まえ、次期計画の策定を行う。

イ 一般社団法人鹿児島県環境保全協会と合併することにより、業務運営の健全化

等を検討するとともに、県と連携して公益認定申請を行う。

ウ 効率化検査の導入等に伴い、検査手数料の見直しを行うとともに、浄化槽法第

５７条に規定する指定検査機関の変更申請を行う。

【結果報告】

① 人口問題研究所が算出した人口を基に将来の浄化槽の設置基数等の予測を行

うとともに、受検率の向上をどのように図るかいくつかのケースを想定し、検

査手数料等の算定等を行い、収支についてシュミレーションを行った。

② 一般社団法人鹿児島県環境保全協会と合併することにより、業務運営の健全化

等を検討するとともに、県と連携して公益認定申請を行った。

③ 浄化槽法定検査あり方検討会の各作業部会に対して、健全な業務運営が図ら

れるような検査方法等を検討し提案した。

④ 法定検査の効率化検査を想定し、将来の投資計画を策定した。

⑤ （一社）鹿児島県環境保全協会と当センターのそれぞれの課題等について整

理し、将来に向けて健全で安定的な運営や事業計画について検討を行った。

２ 生活排水調査等の推進

法定検査などにより蓄積したデータを生かし、市町村等からの水質調査等の要請

に対応する。

【結果報告】

市町村等に浄化槽の普及に関する助言等を行うとともに、生活排水に関する環境

調査分析業務を受託した。

内 容 件 数

浄化槽の保守点検の補完的水質分析 １５３ 件

市町村管理型浄化槽の普及に関する助言・指導 １１ 件

その他 ７ 件

総 計 １７１ 件
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３ 主要な会議等

(1) 理事会

平成 28年 4月 20日 第 1回 (1) 評議員会招集の件

平成 28年 5月 11日 第 2回 (1) 一般社団法人鹿児島県環境保全協会との合併契

約締結の件

(2) 評議員会招集の件

平成 28年 5月 27日 第 3回 (1) 平成 27年度事業報告・計算書類等承認の件

(2) 専務理事選定の件

(3) 常勤役員（専務理事）の報酬月額承認の件

(4) 定時評議員会招集の件

平成 28年 8月 12日 第 4回 (1) 評議員会招集の件
平成 28年 11月 25日 第 5回 (1) 平成 29年度事業計画・収支予算（案）承認の件

(2) 公益法人の変更認定申請のための役員等就任予

定者承認の件

(3) 公益法人の変更認定申請書の件

(4) 第１号議案から第３号議案の決議後における条

項字句等修正の件

平成 29年 2月 16日 第 6回 (1) 評議員会招集の件
平成 29年 3月 23日 第 7回 (1) 評議員会招集の件

平成 29年 3月 27日 第 8回 報告事項

(1) 公益財団法人鹿児島県環境検査センターと一般

社団法人鹿児島県環境保全協会との合併について

の経過報告

(2) 電話加入権資産の減損処理について
議事

(1) 公益財団法人鹿児島県環境保全協会の規定等の

改正について

(2) 第１号議案の決議後における条項字句等の修正

の件

(3) 常勤役員（専務理事、常務理事）の報酬月額承
認の件

平成 29年 3月 27日 打合会

・理事長、副理事長等の選定方法等について

(2) 評議員会

平成 28年 4月 27日 第 1回 (1)理事選任の件

(2)評議員選任の件
平成 28年 5月 19日 第 2回 (1)理事選任の件

平成 28年 6月 17日 定時 報告事項
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(1) 公益財団法人鹿児島県環境検査センターと一般

社団法人鹿児島県環境保全協会との合併について

の経過報告

(2) 平成 28年度事業計画及び収支予算について報告

議事

(1) 平成 27年度事業報告及び決算承認の件
(2) 定款の一部改正（案）決議の件

(3) 役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規

程の一部改正（案）決議の件

平成 28年 8月 19日 第 4回 (1)理事選任の件

(2)評議員選任の件

平成 29年 2月 24日 第 5回 報告事項

(1) 公益財団法人鹿児島県環境検査センターと一般
社団法人鹿児島県環境保全協会との合併について

の経過報告

(2) 平成 29 年度事業計画及び収支予算について報告

（第５回理事会で承認）

議事

(1) 一般社団法人鹿児島県環境保全協会との合併契
約の承認の件

(2) 公益財団法人鹿児島県環境保全協会理事及び評

議員選任の件

(3) 役員の報酬等の総額の件

平成 29年 3月 29日 第 6回 (1)理事選任の件

(3) 監事監査

平成 28年 5月 16日 平成 27年度事業報告･財務諸表の件
平成 28年 8月 26日 BOD検査等の精度管理等業務監査

平成 28年 10月 14日 センター幹部会にて、法定検査業務等の管理内容について確

認監査

(4) 鹿児島県公益認定等審査会

平成 29年 2月 8日 公益認定等審査会（当日答申）

(5) 合併協議会

平成 28年 5月 11日 第 3回 報告事項

(1) 環境保全協会支部総会での合併についての説明
会の結果について報告

議事
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(1) 役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規

程の一部改正（案）について

(2) 合併契約書（案）について

(3) その他

・今後のスケジュールの説明

(6) 浄化槽法定検査のあり方検討会関係

平成 29年 2月 21日 第１０回作業部会（効率化検査等検討部会）

(1) これまでの経緯について

(2) 効率化検査の概要について

(3) 指定採水員制度について

(4) 環境省協議について

(5) 保守点検記録票の項目について
(6) 今後の進め方について

(7) その他

平成 29年 2月 21日 第１１回作業部会（行政指導等検討部会）

(1) これまでの経緯について

(2) 効率化検査の概要について

(3) 環境省協議について
(4) 県浄化槽事務取扱要領の一部改正について

(5) 県浄化槽指導監督要領の一部改正について

(6) 今後の進め方について

(7) その他

平成 29年 3月 27日 第５回浄化槽の法定検査あり方検討会

(1) 環境省協議について
(2) 採水員制度試験運用の結果について

(3) 効率化検査導入の課題及び検討方針（案）について

(4) その他

(7) 指定検査機関関係

平成 28年 6月 3日 九州地区指定検査機関協議会総会 （佐賀県佐賀市で開催）

・平成 27年度事業報告･収支決算承認

・平成 28年度事業計画･収支予算承認
平成 28年 7月 29日 九州地区指定検査機関協議会検査実務責任者会議

（宮崎市で開催：２名参加）

(1) 四国地区検査員研修会参加者確認（パネラー選定）

(2) 九州地区検査員研修会の内容について

(3) 検査機関の課題に関する情報交換等

①検査拒否者の対応策

②不適正浄化槽の対応策 等
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平成 28年 9月 9日 九州地区指定検査機関事務局長会議 （福岡市で開催）

(1) 法定検査で指摘された浄化槽の改善事例集の作成

(2) 災害時におけるＢＯＤ測定の緊急対応について

(3) ＢＯＤ検査機器の整備状況

(4) 濃度計量証明事業の運営状況

(5) 浄化槽の普及啓発事業の推進について
(6) 基本検査（案）の導入課題について

平成 28年 9月 15日 四国地区指定検査機関研修会 （徳島市で開催：６名参加）

～ 9月 16日 四国地区指定検査機関協議会主催

講演Ⅰ「浄化槽及び法定検査の将来展望」

（常葉大学社会環境部 教授 小川 浩）

パネルディスカッション

「検査機関が将来に向けて取り組むべき検討課題」

① 受検率研究会

② 検査精度向上研究会

③ 改善手法研究会

講演Ⅱ「ビジネスマナー研修」

・各県研究発表

平成 28年 10月 17日 第 30回全国浄化槽技術研究集会（東京都で開催：９名参加）
～ 10月 18日 （公財）日本環境整備教育センター主催

・技術研究発表会，技術情報交換

平成 28年 11月 22日 九州地区指定検査機関検査員研修会

（宮崎市で開催：９名参加）

講演

宮崎県の浄化槽台帳整備への取組について

（宮崎県環境森林部環境管理課）

研究発表 ７題

・「保守点検記録による水質悪化施設の改善状況の確認につい

て」（当センター：湯田情報処理課長）

(8) 職員研修会

平成 27年 4月 1日 第 1回 (1) 平成２８年度事業計画、基本方針について

(2) 各課の会議
平成 28年 6月 23日 第 2回 (1) 浄化槽あり方検討会及び協会との合併について

～ 6月 24日 (2) 基本検査に関する研修会

(3) 課題意識研究について

(4) 精度管理について

(5) 原因究明について

(6) その他

平成 28年 12月 26日 第 3回 (1) 今後の法定検査のあり方について
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～ 12月 27日 (2) 課題意識研究発表（３課題）

(3) 基本検査について

・試験運用実施の手順及び課題について

・台帳整備及び共有システムの稼働について

(4) グループ討議（判定等について）

(9) その他

平成 28年 10月 3日 第 30回全国浄化槽大会 （東京で開催）

（「浄化槽の日」実効委員会主催）

・全国大会記念式典

・記念講演

「浄化槽への期待」

元環境事務次官 谷津 龍太郎

平成 29年 2月 27日 全国浄化槽団体連合会事務局長会議 （東京で開催）

１行政課題の説明

① 環境省 浄化槽推進室

② 国土交通省 建設業課

③ 環境省 水環境課

④ 国土交通省 下水道事業課

⑤ 総務省 準公営企業室

２議事

① 平成 29 年度浄化槽管理士・設備士の国家試験・講習

等について

② 平成 28年度事業計画の進捗状況等

～ 2月 28日 (1)「公的施設単独処理浄化槽集中転換事業（和歌山県の事

例）」について

(2)「全浄連諸規程の改正」について
(3)「蛍光式（光学式）ＤＯ計の説明」について

(4) その他

平成 29年 2月 28日 平成 28年度浄化槽の法定検査に関する全国会議

※全国より５０機関６６名が参加

（環境省主催：東京で開催）

(1) 浄化槽行政の最近の動向について

(2) 効果的・効率的な法定検査の条件について

(3) 個人情報保護法のかいせいについて
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４ 平成２７年度末公益目的事業会計の剰余金の取り扱いについて

（１）平成２７年度末公益目的事業会計の剰余金 ３２，１７７，７５０円

（２）剰余金の使途

① 平成２８年度特定費用準備資金 ９，４４０，０００円

ｱ 検査センター外壁改修資金 ２，２４０，０００円

ｲ 検査センターＢＯＤ装置改修資金 ７，２００，０００円

② 平成２８年度長期借入金返済 １９，６３６，５８９円

③ 平成２８年度公益目的保有財産の取得 １６，６２２，２８０円

ｱ 検査情報管理システム構築 ４，５３６，０００円

ｲ ファイリングシステム更新 ６９１，２００円

ｳ ファイリングシステムＡ４カラースキャナー １６２，０００円

ｴ 封入封かん機更新 ２，１３８，４００円

ｵ 市町村浄化槽管理システム ３，５６４，０００円

ｶ 保守点検業者抽出システム ８７９，１２０円

ｷ フラン瓶洗浄装置 ４，１０４，０００円

ｸ インキュベーター ２１８，１６０円

ｹ 高圧蒸気滅菌器 ３２９，４００円

剰余金使途合計 ４５，６９８，８６９円

平成２７年度剰余金－２８年度剰余金使途計 －１３，５２１，１１９円
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事業報告の付属明細書について

平成２８年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第３４条第３項に規定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので作成しない。


